様式第１号（第３条関係）
法定外公共物占用等許可申請書
　　　　年　　月　　日　　

　（あて先）富山市長

申請者　郵便番号
住所又は所在地　　　　　　　　　　　　　　　　
            氏名又は名称　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　     電話番号
　　法定外公共物の占用等をしたいので、次のとおり申請します。
	法定外公共物の種類
	道路敷　　　　水路敷　　　　その他（　　　　　　）

	法定外公共物の所在場所
	　有地番：富山市○○字○○123番4の一部　　　無地番：富山市○○字○○123番4 地先

	占用等の目的
	　乗り入れ／ 雨水排水管敷設／敷地間往来

	占用等の数量
	　○○.○㎡　 ／　 VPφ○・L=○.○ｍ

	利用計画及び用途
	　乗り入れ／ 雨水排水管敷設／敷地間往来

	工事の実施、採取等の方法
	　（特殊施工をされない場合は空欄）

	占用等の期間
	令和　年　月　日から令和　年　月　日まで
（占用開始日が未定の場合は、「許可日」とお書きください。占用期間は、最長10年度分（有償占用は5年度分）です。）

	その他参考となる事項
	　

	添付書類
	　誓約書　　同意書　　関係図面等



同　意　書
　富山市【申請書の法定外公共物の所在場所を記載】の法定外公共物に関し、（申請者）【申請書の申請者を記載】の申請のとおり占用を許可されても機能上支障がないものと認められるので、その占用について同意します。
　
　　　　　年　　月　　日
（宛先）富山市長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　道水路管理者（自署又は押印）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　土地改良区
　　　　　　　　　　　　　　　　○○町　生産組合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　自治会
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　用水管理者等　　　　　　　　　　


誓　　約　　書
　１　この占用許可にかかる構造物に起因して事故、紛争が生じたときは、申請者が責任をもって解決します。
　　２　上記事故、紛争が原因で許可の取り消し等を受けても、異議ありません。
　３　占用許可期間が満了した後、引き続き占用する場合は、期間満了１ヶ月前までに更新手続をします。
（占用に際し工事を要するとき）
　４　占用物件に対して行う工事については、近隣土地所有者と十分に協議し、その施工に関し了承を得ております。
　５　施工後の構造物については、申請者が責任をもって維持保全します。
　　 年　　月　　日
（宛先）富山市長
申請者（自署又は押印）
住所
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　

様式第４号（第５条関係）
法定外公共物占用料減免申請書
年　　月　　日　　

　（宛先）富山市長
※申請者　郵便番号
　住所又は所在地　　　　　　　　　　　　　　　　
氏名又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　 電話番号

　法定外公共物の占用料の減免を受けたいので、次のとおり申請します。
	許可年月日
	年　　月　　日 
	許可番号
	　

	法定外公共物の種類
	道路敷　　　　水路敷　　　　その他（　　　　　　　）

	法定外公共物の所在場所
	　※

	占用等の目的
	　※

	減免申請の期間
	　※令和　　年　　月　　日　から　令和　　年　　月　　日

	占用料の額
	　

	減免申請額
	　

	減免申請の理由
	
	道路へ出入りするために必要な通路を設置するための占用であるため。

	
	
	雨水または汚水を溝渠、下水道管に排水するに必要な排水管埋設のための占用であるため。

	
	
	ガス･電気･電気通信(認定電気通信事業者の設けるものに限る)･水道の各戸引込管埋設のための占用であるため。

	
	
	その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


※印を占用等許可申請書より転記してください。その他は空白で結構です（市での記載欄となります）。
占用許可申請記入例





押印


不要





法定外公共物の占用申請添付書類（提出部数　１部）


・法定外公共物占用等許可申請書（減免対象の場合、減免申請書も合わせて）


・誓約書（自署又は押印が必要です）


・利害関係者の同意書（図面添付のうえ、割印）


・位置図（住宅地図等）


・公図（法務局発行のもの、写し可）


・土地利用計画平面図（図面内に占用等の数量を明記してください）


・断面図・構造図


・現地写真（占用箇所を写真内に明記してください）


（申請人と許可書完成時の連絡先が異なる場合、空きスペースに連絡先を記載願います。）





・代表的な道水路管理者の例示であり、全員の同意を求めるものではありません。


・地区名、地域名、役職名を確実に明記してください。





・占用等許可申請書及び減免申請書は押印不要ですが、誓約書は自署又は押印（法人の場合の自署は代表者に限る）が必要です。





押印


不要








